
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

ISO
14001

H28
環境
関連
性

H29
環境
関連
性

-

- -

-

- -

根拠法令等 -

事業分類 Ｆ　施設等維持管理事業

執行体制 一部委託

事
業
の
目
的

・消防資機材の維持管理を行い，災害活動時に
必要な資機材を適正に署所に配置するため。

事
業
の
概
要

災害活動時に必要な資機材の点検，修繕，購入
を整備計画に基づいて実施する。

-

評
価
効率性

総合評価

中：適切な成果が得られている

中：適切な費用対効果が得られている

Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施

評
価

-有効性

Ｈ30年度
の方向性

- 理由

1.50人 1.50人

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

有効性

-

事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

-

課
題
災害活動時に活用する消防・救急用資器材の適正な管
理を維持すること。

課
題

成
果

消防・救急用資器材の点検，修繕，備品購入を実施し，
災害，救急，救助活動に備え，迅速適切な消防活動を
実施することで市民の安全・安心に寄与することができ
た。また，高圧ガス容器（空気ボンベ）は，耐用年数が15
年であり，年によって廃棄数にバラつきが生じるため平
準化するため計画に沿って購入をした。

上
半
期
成
果

-効率性 -

総合評価 -

改
善
目
標

11,306千円

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初

内
訳

国庫支出金

その他特財 0千円 0千円

0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

0.00時間 0.00時間 0.00時間

人件費（Ｂ） 11,142千円

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.50人

臨時職員等 無 無 -

11,532千円 11,306千円 0千円

0千円 0千円

0千円

0千円 0千円

-

改
善
目
標

整備計画に基づき消防機器の適正な維持管理に努め，
災害発生時の迅速な対応により被害を軽減する。

県支出金 0千円 0千円 0千円

-

22,674千円 22,448千円
事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

19,199千円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 8,057千円 11,532千円

11,142千円 11,142千円

時間外
勤務

0千円 0千円

指標種別 -

事
業
計
画

・消防機器定期点検（毎月１回）
・可燃性ガス検知器センサー交換修繕（３器）
・消防ホース購入（40本）
・空気呼吸器点検委託（91器）
・空気ボンベ更新（30本）
・救急処置用資器材定期点検委託
・救急資器材の購入。

事
業
計
画

・消防機器定期点検（毎月１回）
・可燃性ガス検知器センサー交換修繕（３器）
・消防ホース購入（40本）
・空気呼吸器点検委託（93器）
・空気ボンベ更新（20本）
・空気呼吸器更新（５器）
・救急処置用資器材定期点検委託（２器）
・人工呼吸器定期点検委託（１器）
・救急資器材の購入（トレーニングユニット１台・リトル
ファミリーパック１式）

活
動
実
績

・消防機器定期点検（毎月１回実施）
・救急資器材（血糖値測定システム７台，自動巻き取り
ベルト１台，救急用メッシュベスト３着）購入（４月）
・人工呼吸器定期点検１器委託点検実施（６月）
・救急処置用資器材２器委託点検実施（７月）
・複合型ガス測定器購入（８月）
・消防ホース40本購入（１月）
・空気ボンベ30本購入（1月）
・空気呼吸器93器委託点検実施（２月）

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

実績 - - - -Ⅳ 2 1 災害に強いまちづくりの推進

事業実施
コスト

H30年度当初

事業費（Ａ） 8,057千円
個別計画 -

-
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --戦略プラン - - - -

- - - -

総合戦略

事務事業名 01 消防機器整備事業
指標名

消防本部 警防課 警防係 01 09 01 01 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事業実施コスト H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

総事業費 19,478千円 39,834千円 23,776千円 0千円

51,996千円
予算事業名

総人件費 25,998千円 33,426千円

警防業務に要する経費 総事業コスト 45,476千円 73,260千円 75,772千円

要
す
る
経
費
全
体

指標の概要

-



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

ISO
14001

H28
環境
関連
性

- - -

-

H29
環境
関連
性

- -

-

実績 - - - -

Ｈ32年度

戦略プラン

事業分類 C　義務的事業

執行体制 職員のみ

事
業
の
目
的

各種災害に対応するための基礎資料として活用
するための統計を取り，国等への報告及び分析
をして市民に公表するため。

事
業
の
概
要

災害出動，救急出動，救助出動の年間統計を取
り，国等への定期報告を行う。

個別計画 -

根拠法令等 -

総合戦略

- - - -

-

- -

Ｈ30年度
の方向性

- 理由 -
評
価

中：適切な成果が得られている

評
価

-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

-

有効性

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.50人 0.50人

有効性

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

課
題
-

人件費（Ｂ） 3,714千円 3,714千円 7,428千円

1.00人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

無 -

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

3,714千円 3,714千円 7,428千円

その他特財 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

一般財源 0千円 0千円 0千円 0千円

事業実施
コスト

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

事
業
計
画

災害出動，救急出動，救助出動の年間統計を１月末ま
でに集計する。

事
業
計
画

災害出動，救急出動，救助出動，救急支援出動の年間
統計を取る。

事業費（Ａ） 0千円 0千円 0千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

県支出金

0千円 0千円

活
動
実
績

平成28年中の統計値（災害出動数370件，救急出動数
8,775件，救助出動件数152件，救急支援出動数1,336
件）を算出した。
・消防年報（５月）
・国等へのオンライン報告（６月）

上
半
期
活
動
実
績

臨時職員等 無

成
果

災害発生の傾向を把握し，対策を検討するとともに調査
結果を消防年報に掲載する。また，統計資料として，つく
ば市民がつくば市ホームページで閲覧でき，安全・安心
の確保に資することができた。

上
半
期
成
果

-

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-
- - - -

事務事業名 02 各種災害統計事業
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度

- - - - - - - - -

総人件費 25,998千円 33,426千円 51,996千円

消防本部 警防課 警防係 01 09 01 01 13 警防業務に要する経費 総事業コスト 45,476千円 73,260千円 75,772千円

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業 予算事業名

要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

総事業費 19,478千円 39,834千円 23,776千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

-
改善目標の
進捗状況

Ｈ30年度
の方向性

- 理由 -

無 -

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

5,013千円 6,877千円 13,095千円

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

有効性

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.50人 0.75人

成
果

各機関との実災害に即した訓練を実施し，防災意識の
啓発と防災活動の実践力を向上させることで，市民の防
災に関する理解と意識の高揚が図られた。

上
半
期
成
果

-

その他特財 0千円 0千円

-

評
価

中：適切な成果が得られている

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

有効性

課
題
-

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

活
動
実
績

・G7開催前災害対応訓練を実施した。（４月末～５月上
旬）
・茨城県総合防災訓練に参加した。（８月27日）
・大規模災害対応訓練を実施した。（９月１日，３月10
日）
・緊急消防援助隊関東ブロック訓練に参加した。（10月
17日，18日）
・ＴＸ鉄道人身傷害事故合同訓練に参加した。（10月20
日）
・圏央道重大交通事故対応訓練に参加した。（２月20
日）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 1,299千円 1,306千円 1,953千円 0千円

人件費（Ｂ） 3,714千円 5,571千円 11,142千円

1.50人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

臨時職員等 無

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

事業実施
コスト

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

事
業
計
画

・茨城県総合防災訓練（８月）
・大規模災害対応訓練（９月）
・TX鉄道人身傷害事故合同訓練（10月）
・緊急消防援助隊関東ブロック訓練（11月）
・茨城県高速自動車道総合訓練（２月）

事
業
計
画

・大規模災害対応訓練（９月，３月）
・ＴＸ鉄道人身傷害事故合同訓練（10月）
・緊急消防援助隊関東ブロック訓練（10月24日～25日）
・平成29年度茨城県・稲敷市総合防災訓練（11月11日）
・茨城県高速自動車道総合訓練（２月）

事業費（Ａ） 1,299千円 1,306千円 1,953千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円

総合戦略

- - - - 実績 ３回 ４回 ８回  

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-
- - - -

個別計画 -

事務事業名 03 大規模災害対応訓練事業
指標名 訓練実施回数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 訓練実施及び参加回数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - ４回 ５回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回

総人件費 25,998千円 33,426千円 51,996千円

消防本部 警防課 警防係 01 09 01 01 13 警防業務に要する経費 総事業コスト 45,476千円 73,260千円 75,772千円

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業 予算事業名

要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

総事業費 19,478千円 39,834千円 23,776千円 0千円

評
価

-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている

根拠法令等消防法，消防組織法

事業分類 Ａ　任意的事業

執行体制 職員のみ

事
業
の
目
的

市民が防災に対する意識を高め，市民と関係機
関が相互に協力し，災害発生時の被害の軽減を
図るため。

事
業
の
概
要

大規模災害対応訓練を企画し実施する他，各機
関主催の各種災害対応訓練に参加する。

ISO
14001

H28
環境
関連
性

- - -

-

H29
環境
関連
性

- -

-



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

Ｈ30年度
の方向性

- 理由 -

無 -

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

0千円 20,508千円 3,714千円

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

有効性

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.00人 0.50人

成
果

安全性能の低下した防火服を更新し，消防隊員の消防
活動時の身体保護及び迅速な消防活動に効果を発揮
することができた。

上
半
期
成
果

-

その他特財 0千円 0千円

評
価

中：適切な成果が得られている

評
価

-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

有効性

課
題
-

課
題
-

事業の
進捗状況

達成

活
動
実
績

消防隊員個人防火装備のあり方に関する報告書に基づ
き，安全性，機動性に優れた100着を製作し,平成29年２
月13日に納入された。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 16,794千円 0千円 0千円

人件費（Ｂ） 0千円 3,714千円 3,714千円

0.50人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

臨時職員等 無

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

事業実施
コスト

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

事
業
計
画

防火服性能検査の結果により，安全性に問題があるも
のを抽出し，100着を平成29年３月末までに更新する。

事
業
計
画

今年度は防火服購入の予定なし。平成30年度以降，平
準化し購入ができるようにする。

事業費（Ａ） 0千円 16,794千円 0千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円

総合戦略

- - - - 実績 - - 100着 -

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-
- - - -

個別計画 -

事務事業名 04 消防隊員用防火服更新事業
指標名 防火服更新数 指標種別 成果指標

指標の概要 防火服更新着数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - 100着 - 30着 30着 20着

総人件費 25,998千円 33,426千円 51,996千円

消防本部 警防課 警防係 01 09 01 01 13 警防業務に要する経費 総事業コスト 45,476千円 73,260千円 75,772千円

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業 予算事業名

要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H29年度当初 H30年度当初

総事業費 19,478千円 39,834千円 23,776千円 0千円

H27年度決算 H28年度決算

-

根拠法令等 -

事業分類 Ｆ　施設等維持管理事業

執行体制 全て委託

事
業
の
目
的

老朽化した防火服を更新するため。

事
業
の
概
要

全ての防火服（273着）の点検を実施し，老朽化し
た防火服を計画的に更新する。コスト削減のた
め，まとめて更新する。次回は，平成28年度に更
新予定

ISO
14001

H28
環境
関連
性

- - -

-

H29
環境
関連
性

- -

-



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

改善目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

Ｈ30年度
の方向性

- 理由 -

無 -

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

12,402千円 12,673千円 16,998千円

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

有効性

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.50人 0.50人

成
果

傷病者への救命の流れを途絶えさせずに救急車から医
療機関へというラインが確保され，より一層の救命率の
向上ができた。

上
半
期
成
果

-

その他特財 0千円 0千円

評
価

中：適切な成果が得られている

評
価

-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

有効性

課
題
再講習受講者の減少に伴う，市民への再講習の重要性
の普及啓発。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成

活
動
実
績

・平成28年度の応急手当普及活動実績は，上級救命講
習（121人），普通救命講習Ⅰ（3,035人），普通救命講習
Ⅱ（17人），普通救命講習Ⅲ（604人），その他の救命講
習及び救命入門コース（2,250人），催事開催時における
救命講習受講者（700人）合計6,727人が受講。
・６月応急手当指導員ガイドライン2015講習実施。（36
人）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 8,688千円 8,959千円 9,570千円 0千円

人件費（Ｂ） 3,714千円 3,714千円 7,428千円

1.00人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

臨時職員等 無

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

事業実施
コスト

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

事
業
計
画

・応急手当指導員に対してガイドライン2015講習を実施
する。
・平成28年度応急手当開催コース
・上級救命講習（８時間講習）
・普通救命講習Ⅰ（３時間講習）
・普通救命講習Ⅱ（４時間講習）
・普通救命講習Ⅲ（小児・乳児講習）
・その他の救命講習及び救命入門コース（90分）

事
業
計
画

・応急手当指導員に対してガイドライン2015講習を実施
する。
・平成28年度応急手当開催コース
・上級救命講習（８時間講習）
・普通救命講習Ⅰ（３時間講習）
・普通救命講習Ⅱ（４時間講習）
・普通救命講習Ⅲ（小児・乳児講習）
・その他の救命講習及び救命入門コース（90分・45分
コース）

事業費（Ａ） 8,688千円 8,959千円 9,570千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円

6,500人 6,500人

総合戦略

- - - - 実績 6,888人 6,961人 6,727人  

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

改
善
目
標

応急手当指導員に対し，ガイドライン2015の講習を実施
し，市民に対しても普及させる。

改
善
目
標

事業所等に改正ガイドライン2015を周知し再講習を促す
とともに，４月に国から配布されたガイドライン2015のＤ
ＶＤを使用し，多くの市民に正しく普及させる。また，eラ
ンニング・救命入門コース（45分コース）を住民に周知さ
せ，応急手当講習の受講機会を拡大させる。

- - - -

個別計画

予算事業名

要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H27年度決算 H28年度決算

事務事業名 05 救急講習会開催事業
指標名 応急手当講習受講者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
普通救命講習Ⅰ，普通救命講習Ⅱ，普通救命講習
Ⅲ，上級救命講習，救命入門コース，その他の救命
講習の受講者数目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 6,500人 6,500人 6,500人 6,500人 6,500人

総人件費 25,998千円 33,426千円 51,996千円

消防本部 警防課 救急救助係 01 09 01 01 13 警防業務に要する経費 総事業コスト 45,476千円 73,260千円 75,772千円

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業

H29年度当初 H30年度当初

総事業費 19,478千円 39,834千円 23,776千円 0千円

-

-

根拠法令等消防法，消防組織法

事業分類 Ｃ　義務的事業

執行体制 職員のみ

事
業
の
目
的

救命率の向上を図るため，救急車が現場到着前
に市民により適切な応急手当てを実施できる人
材を育成するため。

事
業
の
概
要

一人でも多くの市民に救命処置を学んでもらい，
救命率の向上を図る。

ISO
14001

H28
環境
関連
性

- - -

-

H29
環境
関連
性

- -

-



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

Ｈ30年度
の方向性

- 理由 -

無 -

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

5,148千円 6,814千円 12,089千円

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

有効性

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.50人 0.75人

成
果
特殊災害対応訓練等を実施することで不測の事態に備
え，市民の安全・安心が確保できた。

上
半
期
成
果

-

その他特財 0千円 0千円

評
価

中：適切な成果が得られている

評
価

-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

有効性

課
題
各種の特殊災害に対応するため，事前計画の見直しが
必要である。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成

活
動
実
績

・G７開催前NBCテロ災害対応訓練を実施（４月末～５月
上旬）
・茨城県立消防学校専科教育第27期救助科教育支援を
実施（10月４日）
・ＮＢＣ災害対策研修（日本中毒センター）への教育支援
（資器材提供）を実施（12月25日）
・茨城県立消防学校専科教育第12期特殊災害科教育
支援を実施（２月１日）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 1,434千円 1,243千円 947千円 0千円

人件費（Ｂ） 3,714千円 5,571千円 11,142千円

1.50人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

臨時職員等 無

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

事業実施
コスト

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

事
業
計
画

・G７関連NBCテロ災害対応訓練（５月）
・茨城県立消防学校における専科教育での特殊災害消
防活動の教育並びに訓練指導（10月・２月）
・NBC災害・テロ対策研修（日本中毒センター）での教育
支援（12月）

事
業
計
画

・つくばヘリポート不法侵入者対処訓練（５月18日）
・茨城県立消防学校における専科教育での特殊災害消
防活動の教育並びに訓練指導（救助科９月12日～10月
13日・特殊災害科１月30日～２月７日）
・NBC災害・テロ対策研修（日本中毒センター）での教育
支援（12月）

事業費（Ａ） 1,434千円 1,243千円 947千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円

４回 ４回

総合戦略

- - - - 実績 ３回 ４回 4回  

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

国の指針等を考慮し，特殊災害に対応するための事前
計画・教育訓練を実施する。

- - - -

個別計画

予算事業名

要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H27年度決算 H28年度決算

事務事業名 06 特殊災害対策事業
指標名 特殊災害訓練・支援教育訓練の実施回数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
関係機関と訓練，茨城県消防学校への教育支援実
施回数

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - ３回 ３回 ４回 ４回 ４回

総人件費 25,998千円 33,426千円 51,996千円

消防本部 警防課 特殊災害係 01 09 01 01 13 警防業務に要する経費 総事業コスト 45,476千円 73,260千円 75,772千円

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業

H29年度当初 H30年度当初

総事業費 19,478千円 39,834千円 23,776千円 0千円

-

-

根拠法令等 -

事業分類 Ａ　任意的事業

執行体制 職員のみ

事
業
の
目
的

特殊災害（ＮＢＣテロ災害を含む）に迅速・確実に
対応するために訓練等を実施して，市民の生命・
身体及び財産を保護する。
※NBCとは，N（核物質）・B（生物剤）・C（化学剤）
の略

事
業
の
概
要

特殊災害（ＮＢＣテロ災害を含む）の発生危険を
想定して，関係機関，若しくは単独で訓練を実施
する。

ISO
14001

H28
環境
関連
性

- - -

-

H29
環境
関連
性

- -

-



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】 H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

総事業費 57,568千円 113,624千円 232,493千円 0千円

25,998千円
予算事業名

総人件費 22,284千円 22,284千円

常備消防車両に要する経費 総事業コスト 79,852千円 135,908千円 258,491千円

要
す
る
経
費
全
体

指標の概要

更新台数

消防本部 警防課 警防係 01 09 01 03 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事業実施コスト

個別計画 -

更新台数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

１台 ２台 ３台 3台 ４台 ４台２台戦略プラン - - - -

- - - -

総合戦略

事務事業名 01 緊急自動車更新整備事業
指標名 指標種別 成果指標

事
業
計
画

・豊里分署配備の水槽付消防ポンプ自動車購入（12月
予定）
・筑波分署配備の災害対応特殊救急自動車購入（２月
予定）

事
業
計
画

・茎崎分署水槽付消防ポンプ自動車（12月更新予定）
・中央消防署救助工作車Ⅲ型（３月更新予定）

活
動
実
績

・水槽付消防ポンプ自動車１台を更新し，12月に豊里分
署へ配備した。
・災害対応特殊救急自動車１台を更新し，２月に筑波分
署へ配備した。

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

実績 ２台 １台 ２台  Ⅳ 2 1 災害に強いまちづくりの推進

事業実施
コスト

H30年度当初

事業費（Ａ） 37,692千円 96,314千円 212,000千円 0千円

0千円 0千円

0千円

57,918千円 0千円

-

改
善
目
標

地域の実状と最新の装備を精査し，費用対効果の得ら
れる更新事業計画を策定する。

県支出金 0千円 0千円 0千円

-

107,456千円 223,142千円
事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

48,834千円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 3,089千円 8,286千円

11,142千円 11,142千円

時間外
勤務

14,003千円 13,628千円

改
善
目
標

20,182千円

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初

内
訳

国庫支出金

その他特財 0千円 0千円

0千円

地方債 20,600千円 74,400千円 133,900千円 0千円

0.00時間 0.00時間 0.00時間

人件費（Ｂ） 11,142千円

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.50人

臨時職員等 無 無 -

1.50人 1.50人

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

有効性

-

事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

-

課
題

高度救助用資器材を装備した救助工作車（Ⅲ型）やはし
ご車（40ｍ級）の特殊車両の更新を控え，地域の実状や
需要を精査した更新を実施しなければならない。

課
題

成
果

水槽付消防ポンプ自動車は，2,000Ｌの水を積載し消火
泡圧縮吐出装置を備え，災害対応特殊救急自動車は，
高度救命処置用資機材を装備した車両で，最新鋭装備
車両を購入することにより消防需要の変化に応じた災害
対応が可能となり，消防の任務を遂行することで災害に
強い街づくりに貢献ができた。

上
半
期
成
果

-効率性 -

総合評価 -

有効性

Ｈ30年度
の方向性

- 理由

根拠法令等消防力の整備指針

事業分類 Ｆ　施設等維持管理事業

執行体制 職員のみ

事
業
の
目
的

火災等の災害発生時に使用する消防用自動車を
購入配備し，災害から市民の生命，身体，財産を
守るため。

事
業
の
概
要

消防需要の変化に応じた緊急車両更新整備計画
の見直しを定期的に行い，消防用車両の更新及
び増強を行う。

-

評
価
効率性

総合評価

中：適切な成果が得られている

中：適切な費用対効果が得られている

Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施

評
価

-
ISO
14001

H28
環境
関連
性

H29
環境
関連
性

-

- -

-

- -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ28年度～Ｈ29年度】

款 項 目 事業 予算事業名

要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

総事業費 57,568千円 113,624千円 232,493千円 0千円

- - 41台 41台 41台 41台 41台 41台 41台

総人件費 22,284千円 22,284千円 25,998千円

消防本部 警防課 警防係 01 09 01 03 12 常備消防車両に要する経費 総事業コスト 79,852千円 135,908千円 258,491千円

部等名 課等名 係等名 会計

その他の指標 -- - - -
Ｈ28年度 Ｈ29年度

改
善
目
標

日常点検を徹底し，車両異常の早期発見，適正整備を
実施して事故防止，コスト削減を図る。

改
善
目
標

日常点検の徹底及び消防機械器具管理規程を定め適
正な整備を実施して維持管理と事故防止を図る。

- - - -

事務事業名 02 緊急自動車管理事業
指標名 保有管理台数 指標種別 成果指標

指標の概要 保有管理台数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度

事業実施
コスト

H27年度決算 H28年度決算 H29年度当初 H30年度当初

事
業
計
画

・日常点検　41台
・定期点検  41台
・車検台数　17台

事
業
計
画

・つくば市消防機械器具管理規程の策定（４月）
・日常点検　41台
・定期点検　41台（毎月点検含む）
・車検台数　27台

事業費（Ａ） 19,876千円 17,310千円 20,493千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

県支出金

0千円 0千円

活
動
実
績

・日常点検　41台実施
・定期点検　41台実施（毎月点検含む）
・車検整備　16台実施（北消防予備車廃車に伴い車検台数変
更）
・車両修繕　90件

上
半
期
活
動
実
績

臨時職員等 無

成
果

緊急自動車の点検整備を適正に実施し，車両の不具合
に対応することで事故防止が図られ，災害に対し迅速に
対応できた。

上
半
期
成
果

-

その他特財 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

一般財源 19,876千円 17,310千円 20,493千円 0千円

人件費（Ｂ） 11,142千円 11,142千円 14,856千円

2.00人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

無 -

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

31,018千円 28,452千円 35,349千円

Ｈ
30
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

-

有効性

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.50人 1.50人

有効性

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

課
題

経年による故障が増加傾向であるが，消防機械器具管
理を見直し適正な整備・管理業務の向上を図らなけれ
ばならない。

Ｈ30年度
の方向性

- 理由 -
評
価

中：適切な成果が得られている

評
価

-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

Ｈ32年度

戦略プラン

事業分類 Ｆ　施設等維持管理事業

執行体制 一部委託

事
業
の
目
的

災害出動に備え緊急自動車を常に良好な状態に
保ち，迅速な車両運用を図るため。

事
業
の
概
要

緊急自動車の日常点検，定期点検，法定点検を
通年実施し，必要に応じて修繕等を行う。

個別計画 -

根拠法令等
道路運送車両法
つくば市消防機械器具管理規程

総合戦略

- - - -

-

- -

ISO
14001

H28
環境
関連
性

- - -

-

H29
環境
関連
性

- -

-

実績 41台 41台 41台  


